
負債の部
科     目

【流動負債】
未払金
預り金
未払法人税等
流動負債合計
負債合計

金     額

30,773,114
704,387
432,312

31,909,813
31,909,813

純資産の部
科     目

【株主資本】
資本金

【資本剰余金】
資本準備金
資本剰余金合計

【利益剰余金】
(その他利益剰余金)
繰越利益剰余金
利益剰余金合計

株主資本合計

純資産合計
負債純資産合計

金     額

90,000,000

90,000,000
90,000,000

1,106,829,131 )(
1,106,829,131
1,106,829,131
1,286,829,131

1,286,829,131
1,318,738,944

科     目
資産の部

【流動資産】
普通預金
立替金
前払費用
未収消費税
未収入金
貯蔵品
流動資産合計

【固定資産】
(有形固定資産)
建物
建物附属設備
工具器具備品
建設仮勘定
少額固定資産
有形固定資産合計

(無形固定資産)
電話加入権
ソフトウェア
ソフトウェア仮勘定
無形固定資産合計

(投資その他の資産)
出資金
敷金
長期前払費用
繰延税金資産
投資その他の資産合計

固定資産合計
資産合計

金     額

878,222,141
975,497

1,495,902
28,766,305
119,088,482

307,084
1,028,855,411

2,557,152
25,166,296
5,911,608
8,266,500
7,823,719
49,725,275

13,300
26,455,860
145,530,790
171,999,950

5,000
49,896,000
13,053,516
5,203,792
68,158,308
289,883,533

1,318,738,944

(単位：円)

第13期 貸借対照表
2026年  3月 31日　現在

東京海上日動パートナーズマネジメント株式会社



第13期 個別注記表
自 2025年  4月  1日  至 2026年  3月 31日

【重要な会計方針に関する注記】

１．棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　　　　貯蔵品　　　　　　　　最終仕入原価法。

２．固定資産の減価償却の方法

　　　　　　　有形固定資産　　　　　定率法。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ただし、建物および2016年4月1日以降に取得した

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　建物付属設備については、定額法。

　　　　　　　無形固定資産　　　　　定額法。

３．その他計算書類の作成のための基本となる重要事項

　　(1)消費税等の会計処理

　　消費税等の会計処理は、税抜方式によっています。

４．当期純損失

　　 240,630,019

【株主資本等変動計算書に関する注記】

　　年度末日における発行済株式数

　　当期末の発行済株式は、普通株式　1,800　株です。

【資産除去債務に関する注記】

　　当社は、本社の不動産賃借契約に基づき、オフィスの撤去時における原状回復に係る債務を有しています

　　が、本社については、当該債務に関連する賃借資産の使用期間が明確でなく、将来移転する予定もない

　　ことから、資産除去債務を合理的に見積もることができません。そのため、当該債務に見合う資産除去

　　債務を計上していません。

東京海上日動パートナーズマネジメント株式会社


